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民事再生手続による学校法人再建の可能性
　　　

　本稿は、民事再生手続による学校法人の再建状況を明らかにするとともに、今後の学校
法人の円滑な再建処理に寄与する考察を行うものである。その検討方法として、学校法人
の経営破綻の影響や先行研究を整理したうえで、学校法人の再建に当たり重要な要件（再建
の可能性を高める条件）を提示した。
　改正私立学校法（2020年度）において、破綻処理に関わる円滑化が図られることを踏まえ、
本稿の検討結果が実務的に活用されることを期待する。

Abstract
This paper clarifies the situation of reconstruction of schools based on civil rehabilitation 
proceedings and has discussions that would contribute to the smooth reconstruction of schools. 
For studying it， the author first summarized the effects of financial failure of schools and 
previous studies， and then suggested important requirements for reconstructing schools 
（conditions that would increase the possibility of reconstruction）. Considering that the process for failed 
schools will be streamlined in accordance with the amended Private School Act （fiscal 2020）， the 
author hopes that the results of this study will be utilized in practical cases.
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Ⅰ はじめに

　本稿は、民事再生手続による学校法人の再建
状況を明らかにするとともに、今後の学校法人
の円滑な再建に寄与する考察を行うものである
1 ）。その検討方法として、学校法人の経営破綻
の影響や先行研究を整理したうえで、学校法人
の民事再生事例を分析することを通じて、再建
にあたり重要な要件（再建の可能性を高める条件）
を提示した。
　近年、少子化や学校新設による供給過多によ
り学校の廃止やM＆A 2 ）が相次いでいる。2014
～2018年度の間、廃止された私立大学は11校に
及ぶ。特に、地方の事例が多い。
　本稿は、その中で民事再生に注目した。同手
続は、経済的に窮境にある債務者の収益や財産
を維持又は向上させつつ、負債を圧縮するなど
して債務者の経済的な再建を図る倒産手続であ
る。事業者の場合、債務者の事業再生を目的と
して、地方裁判所が管轄となって、債務者とそ
の債権者との間の民事上の権利関係を適切に調
整する手続きが行われる。
　なお、債務を整理し再建を図る私的整理があ
る。これは、信用不安及び風評被害を最小限に
抑えることができるが、債権者間の調整が容易
でないことや、公平性・透明性の担保がなく反
社会勢力が介入するリスクが伴う。この点、民
事再生は信用不安など、ある程度の影響はある
が、裁判所の管轄下で公正な手続きが行われる。
再建を図る学校法人にとって裁判所の後見的な
監督の下、公正且つ計画的に事業再建を図るこ
とが適切と考える。
　教育事業を営む学校法人は公共性があるため、
経営破綻時に学生生徒などの特別に配慮すべき
利害関係者がいる。そのため、社会的利益の観
点より、教育事業の継続が望まれる。
　以上を背景に、学校法人の民事再生事例を研

究対象として、再建にあたり重要な要件をⅦに
整理した。それが、今後の学校法人の再建に寄
与する検討結果になることを期待する。

Ⅱ　学校法人の経営破綻の影響

1 　学校法人における経営破綻の要因
　学校法人が経営破綻に至る要因は財政的問題
によるものが大きい。学校法人の収入は、設置
学校における学生生徒納付金の割合が高い。
従って、この収入が減少すると収支バランスが
崩れてしまい、事業体として成り立たなくなる
恐れが生じる。管理経費の圧縮など、支出を抑
える努力はある程度までできる。しかし、学校
教育の事業継続には学校設置基準及び学校法人
会計基準といった規定があり、在校生が減った
からといって教員数を基準以下に減らしたり、
基本財産を自由に処分できない定めがある。そ
のため、学校法人の支出は人件費など固定費的
な要素が多く、容易に削減できない仕組みに
なっている。
2 　学校法人の経営破綻の影響
　学校教育の継続には、ヒト（役員や教職員）、
モノ（施設設備）、カネ（運転資金）などの経営
資源を保持し、円滑に運営しなければならない。
それが安定した法人経営の要件であり、公共性
を持つ学校事業を維持する基盤となる。
　しかし、法人経営が破綻すると、法人に対す
る社会的信用性の毀損や教育の質保証への不安
など、教育現場に大きな混乱が生じるおそれが
ある。特に、在校生に対しては、特別な配慮が
求められ、所轄庁（文部科学省又は都道府県）の
指導・助言を受けながら、速やかに対策を講じ
る必要がある。

Ⅲ　民事再生手続の状況

　学校法人の経営破綻とは、資金が枯渇して教
職員への給与や管理経費などの支払不能又は債

民事再生手続による学校法人再建の可能性
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務超過に陥る状態をいう。その場合の事業継続
の方法の 1つに民事再生手続がある。
　民事再生手続の動向について、2000～2015年
の民事再生手続件数（個人企業を除く）は7,341
件である（図表 1 ）。手続中の廃止件数（破産に
移行分を含む）は平均23.3％あった。これは、民
事再生法の間口は広いが、債務を弁済しながら
事業を継続する法人は決済条件や資金調達、営
業面で厳しい制約があり、再建は容易でないた
めである。また、2016年 8 月末時点で事業継続

が未確認の法人（消滅法人）は5,205法人あり、
全体の 7 割を占めた。一方、事業を継続する法
人（生存法人）は2,136法人であり、申請法人の
29.1％にとどまる。
　2009年度の民事再生手続数は前年度に比べて
大幅に減少した（対前年度比－43.3％）。これは、
中小企業金融円滑化法施行の影響と考えられる
3 ）。同法に関わる制度の適用を受けたため、経
営破綻に至らず事業を継続している法人がいる
ものと推察される。

0

200

400

600

800

1,000

0

20

40

60

80

100

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

図表１　民事再生手続の推移

（東京商工リサーチ［2017］、 2－ 3頁）

Ⅳ　先行研究の紹介

　学校法人の経営状況に関する先行研究をいく
つかあげよう。学校法人を取り巻く厳しい経営
環境を分析したものや、経営破綻に陥った場合
の処理について考察されたものがある。
　私立学校再編・再建研究会編［2011］は、学
校法人の民事再生手続の有効性として「学校の
維持、存続が可能」「債務の免除割合を柔軟に
決めれる」「手続が迅速」「学生の在学契約上の
権利が保護できる」などをあげた（私立学校再
編・再建研究会編［2011］ 76－79頁）。
　荒木［2013］は、競争力のない学校法人は淘

汰され、再編・再生案件の増加を予想したうえ
で、破綻処理の 1つに民事再生をあげたが、「法
的整理の場合には手続を申請したことが公表さ
れてしまうため、学校のイメージダウンの問題
が生じる」との留意点を述べた（荒木［2013］）。
　木村［2017］は、大学倒産は政府の展望なき
政策の結果と指摘し、文系主体の私立大学がま
ず危機に陥ると警鐘を鳴らしたうえで「地方で
は18歳がさらにいなくなる。小規模私立大学が
次々と倒産する悪夢が刻々と近づいている」と
述べた（木村［2017］17－20頁）。
　このように、私立大学の危機回避策や再建手
法として民事再生をあげたものがあった。
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Ⅴ　所轄庁等による政策的対応

　文部科学省及び私学団体において、2000年代
当初より学校法人の経営危機に備えた対策が講
じられており、以下のような経営破綻した場合
の処理方法などが検討された。
　日本私立大学連盟［2002］は破綻した学校法
人の法的処理策として民事再生をあげ、「支払
余力がまだあるうちに民事再生手続を活用すれ
ば、合併や事業譲渡により他の学校法人の傘下
で再建の途を探ることも、より容易になる」と
述べた（日本私立大学連盟［2002］ 25頁）。
　日本私立学校振興・共済事業団［2007］は自
力再生が極めて困難となった状態の処理方法の
1つに民事再生をあげ、「民事再生となった場
合には、いかに適切なスポンサーを選定するの
かが課題となる」と指摘した（日本私立学校振
興・共済事業団［2007］ 20頁）。
　文部科学省［2017］は経営困難校の対応を検
討した。その結果、「学校法人の経営破綻に際
しては、学生の修学の継続をどのように保障す
るかが最も重要」とした上で、破綻処理策とし
て民事再生手続をあげた（文部科学省［2017］ ）。

　文部科学省［2019］は学校法人のガバナンス
の改善や経営強化などの方策を提言し、民事再
生手続を含む学校法人における破綻処理手続の
明確化を求めた。具体的には、「私学の自主性」
を尊重しつつも、自主再建が困難な場合、学生
生徒の学びの保障の観点から、民事再生手続等
における申立ての円滑化の必要性が述べられた
（文部科学省［2019］ 20頁）。
　以上、破綻に瀕した学校法人が再建を図る法
的処理として、民事再生手続があげられた。そ
の理由として、学生生徒など特別に配慮すべき
利害関係者がいることや、社会的混乱をできる
だけ回避するため、基本的に事業継続が望まし
い、という意図があると推察される。

Ⅵ　 民事再生手続を申請した学校法人
の状況

1 　民事再生手続を申請した学校法人の推移
　学校法人の民事再生手続を学校種別に見ると、
幼稚園法人 5件、専門学校法人 6件、高等学校
法人 4件、短期大学法人 2件、大学法人 4件で
ある（図表 2）。2004～2006年度に集中しており、
負債額は2006年度の559億円が突出している。
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（私立学校再編・再建研究会編［2011］、76－79頁。帝国データバンク［2016, 2020］）
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2  　学校法人における民事再生手続の破綻
　要因や再建の状況
　以下に、学校法人の民事再生手続の破綻要因
や手続き終結後の状況を整理した（図表 3）。
　第 1に、破綻要因の 1つに、生徒・学生など
在校生の減少があげられる。入学生の減少は、
学生生徒納付金収入の減少に直結し、学校財政
の悪化につながる重大な問題となる。

　第 2に、ほとんどの事例において、民事再生
申請後も教育事業が継続されている。教育を保
障し、教育現場の混乱を抑えるためにも経営破
綻後の教育事業の継続は不可欠である。
　第 3に、スポンサーの存在が事業再生に大き
な役割を果たしている。その支援目的は、一部
のマスコミで公表されたものはあるが、多くは
不明である。

図表3　学校法人の民事再生手続一覧

No. 学校法人名 設置学校 所在地 申請年 主な破綻要因 負債額 スポンサー候補
者／支援目的

その後の状況
（2017年現在）

1 千代田
学園 専門学校 2校 東京都 2002 学生数の減少、経営者の背任行為

約 8億
8千万円 2004年に学校廃止。

2 東北文化
学園大学

大学、短期大
学、幼稚園
各 1校（園）

宮城県 2004
手形の不渡り、不透
明な会計、経営者の
背任行為

約224億円
学校法人藍野
学院（大阪府）
／不明

2006年度に短期大
学が閉学。
※教育事業を継続

3 友愛学園
幼稚園、
専門学校
各 1校（園）

宮城県 2004 東北文化学園大学の関連法人のため 約74億円 同上
2009年に他の学校
法人と合併し解散。
※教育事業を継続

4 浜田学園 幼稚園 1園 長崎県 2004 園児数の減少、施設の立替費用に困窮
約10億
2 千万円 ※教育事業を継続

5 萩学園 大学 1校 山口県 2005 学生数の減少、経営の失敗 約37億円

塩見HD（広島
県）／「業 務
との関連で相
乗効果がある」

No.16を参照。

6 多々良
学園

高等学校、
幼稚園
各 1校（園）

山口県 2005
校舎移転に伴う費用
の支払いに困窮、経
営の失敗

約71億円

高等学校：タ
カガワグルー
プ（徳島市）、
幼稚園：㈻中
央学院（山口
市）／不明

※教育事業を継続

7 早稲田電
子学園 専門学校 1校 東京都 2005

大学志向等による生
徒数の減少、校舎代
金の支払いに困窮

約75億円
㈻ 滋 慶 学 園
（大阪市）／
不明

2017年に他の学校
法人と合併し解散。
※教育事業を継続

8 小樽昭和
学園

短期大学、高
等学校、専門
学校　各 1校

北海道 2006 短期大学の学生数の減少 約 4億円
タカガワグルー
プ（徳 島 市）
／不明

2007年度末に短期
大学は閉学。
※教育事業を継続

9 京都科学
技術学園 専門学校 1校 京都府 2006 生徒数の減少、経営者の背任行為 約489億円

2007年に学校の設
置者変更が行われ
法人は解散。
※教育事業を継続
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No. 学校法人名 設置学校 所在地 申請年 主な破綻要因 負債額 スポンサー候補
者／支援目的

その後の状況
（2017年現在）

10 平和学院 専門学校 1校 埼玉県 2006 放漫経営（理事が詐欺罪で逮捕） 約66億円

2007年に設置者変
更。同年、法人は
破産。
※教育事業を継続

11 上田学園 専門学校 2校 広島県 2008 過大な設備投資による資金繰りに窮する
約12億
5 千万円

㈻朝日医療学
園（岡山市）
／不明

2008年度末に学校
の 1 校を閉校。
※教育事業を継続

12 草苑学園
専門学校、
幼稚園
各 1校（園）

東京都 2009 生徒数の減少、過大な有利子が負担
約 8億
5千万円 ※教育事業を継続

13 瀬戸内学院

高等学校、
短期大学、
各種学校
各 1校

香川県 2009 補助金の不交付、告訴を受け信用が失墜 約23億円
㈻ 四 国 学 院
（善通寺市）／
「教育を守る」

短期大学は閉学。
※教育事業を継続

14 辻学園 専門学校
各 2校 大阪府 2011 生徒数の減少、施設費に係る借入金負担

約28億
5 千万円

㈻ 三 幸 学 園
（東京都）／
「教育を守る」

2012年に他の学校
法人と合併（辻学
園は解散）。
※教育事業を継続

15 南陵学園 高等学校 2校 静岡県 2011 生徒数の減少、不透明な会計
約12億
7 千万円 ※教育事業を継続

16 萩学園 大学 1校 山口県 2012 学生数の減少、旧スポンサーの撤退 約41億円
㈻こおりやま
東都学園（郡
山市）／不明

※教育事業を継続

17 村山学園 高等学校 1校 千葉県 2013 生徒数の減少、人件費の負担増 約 7億円

学校運営機構
㈱、㈻八洲学
園（横浜市）
／不明

※教育事業を継続

18 千葉国際 高等学校、中
学校　各 1校 千葉県 2014

設備投資に係る支払
いが負担 約30億円 ※教育事業を継続

19 高橋学園 幼稚園 1園 宮城県 2014 資金繰りの悪化。補助金の不正受給。 約 9億円
㈻東北外語学
園（仙台市）
／不明

2015年に学校の設
置者変更が行わ
れ、法人は解散。
※教育事業を継続

20 森友学園 幼稚園 1園 大阪府 2017
園児数の減少、資金
繰りの悪化、補助金
の不正申請の疑念

約20億円 ※教育事業を継続

21 明浄学院 大学、高等学
校　各 1校 大阪府 2020 元理事長が横領容疑で逮捕

約 7億
6千万円 ※教育事業を継続

（帝国データバンク［2016］、東京商工リサーチ［2017］、大阪府、宮城県、広島県、東京都）
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　手続終結後の状況を分類した（図表 4 ）。パ
ターン 1 【自力再建型】は、外部機関の支援を
得ず自力で再建を図る。経営破綻の事実は公表
されるので、社会的信用の毀損は生じるが、教
育事業は継続される。パターン 2 【外部機関支
援型】は、外部機関（学校法人や企業）の支援
（資金面など）を得て再建を図る。不採算部門
（学校の一部）が閉校することがある。
　パターン 3 【経営権委譲型】は、利害関係の
ない外部機関（学校法人や企業）の支援（資金等）
を得て再建を図る。不採算部門（学校の一部）
が閉校することがある。
　パターン 4 【事業譲渡型】は、設置校が他の

法人に変更され、破綻法人は支援法人に合併さ
れるなど解散する。不採算部門（学校の一部）
が閉校することがある。
　パターン 5 【事業終結型】は、学校法人の解
散手続がとられ、学校は廃止される。
　どのパターンになるかは、再生債務者の再建
に向けた行動、破綻要因、負債額、債権者の意
向、残余財産、さらには設置学校の定員充足率
など、様々な状況が絡んでくるだろう。
　なお、学校法人の民事再生手続終結後の消滅
法人は延べ36.8％（ 7件）、生存法人は63.2％（12
件）だった。教育事業の継続割合は94.7％（18
件）だった。

図表４　学校法人における民事再生手続終結後のパターン

（筆者作成）

パターン 1 　【自力再建型】
（事例No.4‚12‚15‚18）

民事再生手続前

・自力で再建を図る
・外見上の変化はない（法人名が変更されることがある）

A学校法人

私立学校 私立学校

A学校法人

私立学校 私立学校

手続終結後

パターン 2 　【外部機関支援型】
（事例No.2‚13‚16‚17）

民事再生手続前

・外部機関の支援（資金面または教育面）を得る
・法人は存続するが、学校の一部が閉校することがある

Ｂ機関
が支援

手続終結後

パターン 3 　【経営権委譲型】
（事例No.5‚6‚8）

民事再生手続前

・スポンサーが経営権を獲得（法人名を変更）
・ 法人は存続するが、学校の一部が閉校することがある

Ｂ機関が
資金援助

手続終結後

・学校法人は解散手続を行い、学校は廃止となる

パターン 5 【事業終結型】
（事例No.1）
民事再生手続前

法人解散
学校廃止

手続終結後

パターン 4 　【事業譲渡型】
（事例No.3‚7‚9‚10‚11‚14‚19）

民事再生手続前

・設置校は他法人に変更される
・破綻法人は，合併などにより解散する
・学校の一部が閉校することがある

手続終結後

解散

設置者
変更

A学校法人

私立学校 私立学校

B学校法人

私立学校 私立学校

A学校法人

私立学校 私立学校

A学校法人

私立学校 私立学校

A学校法人

私立学校 私立学校
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Ⅶ　民事再生手続による学校法人再建の要件

　民事再生手続件数について、全体（図表 1 ）
と学校法人（図表 2 ）を見ると、類似点と異な
る点がある。類似点は、民事再生法施行後の約
5年間は両者とも申請件数が多かったが、減少
傾向に転じたことである。
　異なる点は、民事再生手続終結後の生存法
人の割合について、全体が29.1％、学校法人
が63.2％と格差が生じていたことである。民
事再生による学校法人再建の可能性は高いが、
次の要件（再建可能性を高める条件）が伴うと考
える。
① スポンサー付…図表 3において事業継続を実
現した20件の中で、多くがスポンサー付（12
件）だった。第三者による社会的な信用が生
じて再建可能性が高まったと言える。
② 在校生が定員充足率の50％以上…私立大学の
場合、定員充足率が50％以下の学部等は、経
常費補助金（一般補助）が原則不交付になる。
在校生の減少による授業料収入の減収に加え
て、補助金カットとなると、再建に向けて大
きな障害となる。そのため、「在校生が定員
充足率の50％以上」は再建可能性に影響を及
ぼす分岐点と言える。
③ やる気のある人材…倒産状態に陥った事業体
は、従業員が散逸して急速に体力が脆弱化す
ることが少なくない。学校法人再建のために
は、学校設置基準で定められる教員数を満た
し、学園再建に向けて働く意欲を持った人材
の確保が不可欠である。
④ 債権者の賛成…民事再生の特徴は債務圧縮で
あり、それで資金繰りの負担が抑えられ再建
の可能性が高まる。したがって、債権者集会
での債権者の賛成割合が再生計画の認否を左
右する。これは、全ての民事再生手続におい
て言える重要な要件である。
⑤ リーダーシップの発揮…図表 3で示した破綻
要因には、経営者に起因するもの（経営の失
敗や放漫経営など）が多かった（14／21件）。リ
スタートは厳しい局面になるだろうが、それ

を打破する経営者としてのリーダーシップや
経営手腕が求められる。

Ⅷ　おわりに

　上述の通り、民事再生手続終結後の学校法人
の生存割合（63.2％）や、多くの学校法人が事
業を継続していることから（94.7％）、民事再生
手続による学校法人再建の可能性は高いと言え
る。また、学校法人の民事再生手続による再建
の要件（①～⑤）は、教育事業の特徴的な条件
が含まれていた。これは、今後の学校法人の再
建に寄与する検討結果と考える。
　少子化や激しい学生獲得競争等を背景として、
学校法人を取り巻く経営環境はさらに厳しくな
る。経営陣は明確なビジョンを掲げて経営改革
や教育改善を強く推進しなければならない。改
正私立学校法（2020年度）では、役員の責任の
明確化や破綻処理手続の円滑化（解散命令によ
る解散時の所轄庁による清算人選任）などが盛り
込まれた。
　学校法人制度の改革が進められ、経営維持が
困難と判断された場合、公的機関が示した処理
策により円滑に行われることが望ましい。教育
現場の混乱を避けるためにも早期に決断すべき
である。
　今後の課題として、学校法人の経営破綻の防
止や学校再建のために、上述の改正私立学校法
が「実務上、どう活用されたか」「利害関係者
（学生生徒を含む）への影響や効果」「破綻処理
手続において所轄庁の権限を強化したことの意
義」などを考察する必要がある。

［注］
1）学校法人再建の対応策として、「学校の整
理・縮小」「合併」も考えられる（岩崎保道
［2014］「学校法人における倒産事件の課題整理」
『非営利法人研究学会誌』Vol.16、130頁）。
2）M＆Aの手法として、合併、理事の交代、新
学部設置による経営参加などがある（佐藤真
太郎［2016］「学校法人の再編・再建型M＆A」
『MARR』262、76頁）。
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3）中小企業金融円滑化法は、資金繰りの緩和に
より経営改善への時間的猶予を与える。
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